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満鉄調査研究機関とその刊行物

一米国議会図書館所蔵資料を中心にみる一

井　村　哲　郎

〈はじめに〉

　アメリカ合衆国議会図書館（The　Libra一　’

ry　6f　Congress以下LC）には，戦後連合

軍によって接収された南満州鉄道株式会社

　（以下満鉄）が編纂刊行した文献資料が多

数所蔵されている。

　満鉄の刊行物については，すでにJohn

Young　：　The　research　activities　of　South

Manchurian　Railway　Company，　1907－

1945，　a　history　and　bibliography．　1966

がある。この目録はアメジカだけでなく，

日本国内の機関も含めて35機関における満

鉄の刊行物6，284タイトルの所在を確認し，

簡単な解題を付したものであるが，この目

録では記述は全てロ　一一・‘r字に白字されてい

る。またアジア経済研究所が本年三月に刊

行した「旧植民地関係機関刊行物総合目録

一三満州鉄道株式会社編」は，アメリカ及

び日本の50機関について10，514タイトルの

文献の所在を明らかにした。この目録によ

って，現存する満鉄の刊行物の全容は02・X“

明らかになっている。・現在LCがどのよう

な満鉄の刊行物を所蔵するかについては，

この目録で明らかにされているので，本稿

では：LCにおける満鉄刊行物0回忌状況の

概略を紹介することとしたい。

〈満鉄の調査活動〉

　まず満鉄の調査活動の概要に触れる。、

　満鉄は，日露戦争後の日露講和条約，日

清満州善後条約とその附属協定によって，

帝政ロシアから経営権を継承し，清国から

その承諾を得た東清鉄遣南部支線とその附

属地，撫順・盤台他の炭磯等の経営を行な

うために，1906〈明治39）年に設立された

特殊会社である。満鉄はそれ以降1945年の・

敗戦時まで日本の中国東北経営の中核とし

て，鉄道経営のみならず大連港等の港湾・

水運，商事，倉庫業，電気業などの関連営

業部門の経営鉄道附属地撫順炭磧を中

心とする鉱業峰営等を行ない，また1937年

満州重li業開発抹式会社に傍系会社を移譲・

するまでの期間重工業部門にも事業投資を

行なう’p「満州」における日本の植民地政

策の代行機関，植民会社として経営された

のである。．

　ユ907年の業務開始時に，満鉄が軍の野戦

鉄道提理部から引き継いだ従業員の総数ば

6，419人であったが，1936（昭和11）年に

は嘱託も含めた全従業員は11万7千余人と

30年間に実に18倍に増加し，同年の関係会

社は80社を数えていた。また敗戦直前には

その社員数は20万人を超えていたといわ・

れ，その経営規模の面でも，また大陸政策，
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とりわけ「満州事変」以後の軍事行動と占

領政策に対する積極的な’協力の面でも，日

本の大陸侵略政策を実行する重要な機関め

一つとして存在していたのである。

　満鉄は初代総裁後藤新平の植民地におけ

る「異装的武備」論の構想にもとづいて，

会社設立の当初から会社経奮，「満州」経

営の基礎にあたるべき調査活動に重点をお

いていた。満鉄の調査活動は，会社設立以

来敗戦時まで，10数次におよぶ職制の変更

にタる部局の新設乳改廃こそあら準ものの

終始存続し＃調査機関によつで行なわれ

た。その調査機関は次の三種類に大別され

る。ω一般経済調査機関，（2）自然科学及技

術的調査機関，（3）会社業務に関する調査機

関。

・（1）は一般経済調査，すなわち「満州」，

　　　　　　　　　　　　　　　中国他地区，ソ連等の地域における法鶴

政治，経済，産業，交通，財政，金融等に

関する調査研究を行なった組織である。こ

れらの調査はいわ喚る国策遂行，会社経営

，に必要とされた基礎調査であるが，「満州．

事変」以後の時期には「満州国」，華北・

華中における日本軍占領地区における占領

政策，経済政策の調査立案や戦争遂行のた

めの調査立案が行なわれるにいたる。（2）は’

理化学及技術的試験研究を行なった機関で

あり・会仕業務遂行上必要な技術・試験研

究だけでなく自然科学研究を行ない，また、

社外炉らの依頼による試験研究も行なつ

，た。鉄道技術，．理化学技術，地質，，鉱産，

農業技術，衛生，獣疫等極めて広い範囲に

またがわそれぞれの試験研究機関が存在し

でいた。（3）は会＊＃業務とそれに附随する社

業の遂行に必要な事項に関する調査を行な

った組織であるが，各実務箇所の調査担当

孫において実施されたことが多い。鉄道，

港湾，炭磯，商事，渉外等会社営業に関す

　るものと経理，人事等に関する調査があっ

　た。

　　いわゆる満鉄調査部の活動として通常語

　られるのは，これらの調査のうち（1）の一般

＼経済調査を行なった部局をさすことが多

　い。しかし（2），（3）の自然科学及技術的調査，

　会社業務に関する調査もその内容と調査件

　数からいって，また満鉄が植民地経営会社

　であったため，日本の．「満州」経営の実態

　の把握のためには無視すること。できない

　部門である（1）。

　　以下にこれらの調査関係部局の主要なも

　のについて概略を示す。ただし（3）の会社業

’務に関する調査は部局数が多く，機構上も

　複i雑であるため，ζこでは省略する（2）。

〈満鉄の調査関係部局〉

（1）一般経済調査機関

　調査課

　会社設立の翌1907年の業務開始と同時

に，大連本社内に調査部として設置され，

翌1908年12月調査課と改称された。層ユ932

（昭和7）年経済調査会の設置に伴ない廃

止されるまで，所属する部局は幾度か変更

されたが存続。満蒙，中国本部，シベリア

等における政治，法律，経済，交通ジ文化

等全般の調査を行なった。主要な調査とし

て，鉄道沿線，主要都市とその背後地の経

済事情，・旧慣調査，「満州」に関係する中

華民国法規。対外関係条約の醗訳，ソ連

邦，シベレアに関する調査等がある。調査

結果は「満鉄調査資料」「満州旧慣調査報

告書」「パンフレヅト」「交渉資料」「露亜経

済調査叢書」「露文醗訳解轟露国調査資料」

「労農露国研究叢書」「露文醗訳調査資料」

などとして公刊された。「満州事変」時に．

は関東軍に協力し，軍司令部統治部（のち

特務部）田ご参加，占領地区の政治経済に関
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する企画，後方工作を行なう調査課員もあ「

り，また1932年の国際連盟リットン調査団

に提供する満鉄側資料の作成にも当った。

　東亜経済調査局

　1908年東京支社に，世界経済の動向，特

に東亜経済に関する調査研究を行なうため

に設置された。初期にはドイツ人学者を顧

問として招へいし資料の収集整理・調査体

系の確立に努めた。東亜経済調査局は国内

では初めての本格的な調査機関であったと

され，ユ920（大正9）年には全国経済調査t

機関連合会の設立の中心的役割を果し，ま・

た1919年以来調査関係の新入社員の養成に

もあたった。1929年から39年の間は財団法

人であったが，主として中国本土，東南ア

ジア，南アジアに関する調査を行ない，蒐

集した図書，雑誌，新聞切抜は10数万冊に

達したといわれる。主要な刊行物は「経済

資料」「世界製鉄業」「南方交通調査資料」

「東亜」（月刊）「新亜細亜」（月刊）など。

　満上機朝鮮歴史地理調査部

　1908年東京支社内に，「満州」，朝鮮の歴

史と古代地理を研究するために白鳥庫吉を

中心に設置された。1914年廃止。

　臨時経済調査委員会

　ユ927（瑠和2）年設置。社業に直接関係．

する交通，港湾，電気，工場，産業，金

融，資源，，労働社会等に関する調査を行

ない三門資料として刊行した。1930年廃止。

　経済調査会

　「国家的見地に立って満州全般の経済建

設計画に当る」（3）ことを目的に，政治経済

諸方策，基礎産業部門，移民，金融，度量

衡その他経済め全部門にわたる政策立案と

そのために必要な調査を実施す筍ために，

調査課を母胎として1932年1月に設置され

た（「満州国」の建国は同年3月である）。

それまでの調査課におけるr般経済調査と

異なるのは，調査課においても関東軍との

関係は密接であった匂まいえ，組織的な関

係とはいえなかったのに対して，経済調査

会では各調査立案を軍，「満州国」に提議

するという軍，国策への直接的寄与をめざ，

す組織であったことである。「形式的には

満鉄の社内機関であるが，実質的kは国家

機関として国家的見地に立って満州全般の

経済建設計画に当るべき」とまでいわれた

』のである。経済調査会の組織は六部編成。

第一部は経済一般，第二部は農林，畜産，

鉱工業，．第三部は交通，都市計画，第四部

は貿易・商業・特産・金融，第五部は法制

一般・税制，外事・労働・植民，第六部は

’亜細亜北部地方経済をそれぞれ担当した。

1936年3月末現在の所属職員数は230名，

同年9月に廃止されるまでの4年半の問に

なされた調査立案件数は・1，882件に達し

た。経済調査会が行なった調査には，上記

の各部による調査とは別に特殊調査と称さ

れた次のような調査がある。興安省国防資

源調査，吉林省森林調査，熱河省・察画法

省・鞍三省資源調査，満州国国際収支調査，
　　　ソ
北支経済調査（別項），満州農村実態調査，

翼東地区農村調査，満州国湿地調査等。こ

れら経済調査会による立案の大部分は「立

案調査書類」「資源調査書類」’として印刷一

された。1また「乱調資料」「ソ連研究資料」

「漣極東外蒙調査資料」や多くの逐次刊

行物において調査研究結果が発表された。

　乙・丙嘱託班（念紙経済調査）

　支那駐屯軍司令部の依頼による「北支経

済調査」を実施するために1歌35年編成され

た支那駐屯軍嘱託班である。甲乙丙の三班

が編成されたが；甲琢は’「満州国」から，

丙班は経済調査会第六部から6名が，また．

．乙班は経済調査会，計画部，鉄道部，語順

炭磯等から派遣された（1937年の解散時の
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調査員数は181名）。丙嘱託班は，金融，経

済貿易・税制に関する応急的政策の調査

立案を行なうために同年8月から4ケ月間

派遣された。また乙嘱託班はそのあとをう

けて，「皇国国防上緊急開発を要する須要．

資源蛇経済勢力を拡充する上に必要なる主

要経済部門の開発計画に重点を置き」（4）重

要利権穫毎の具体策の作成に当った。その

ため鉱業1工業，鉄道；港湾，経済等6班

を編成しセ，1937年まで調査立案を行6

た。報告書は「北斗・産業調査書類」としし

てまとめられた。

　産業部

　1936年10月，経済調査会，’計画部，地方

部麟裸商工尋総務部資料課ゐマ部

農事試験場，地質調査所，獣疫研究所等の

各種産業機関，調査機関を統合して組織さ

れた。産業部Kの社内機関の改組はいわゆ’

る「満鉄改組計画案」に衝撃をうけてなさ

れたものであるが，宅のためその主要な任

醜ee－ee「産業の調査慨究平筆嶺

附帯事業」に関する調査立案をなすことで

あり，「満州国」および華北における産業

開発のためめ各種工業計画，鉱業農林畜

産ジ柊単二に関する謁査立案を行なちこと

であっ．た。第二の任務は，満鉄に所属する

各摩業機関，各地方事務所の行なう調査業

務に対する連絡統制であり∫第三に経済調

査委員会のスタッラとして外部，すなわち

関東軍，支那駐屯軍，「満州国」の依蜘ビよ

る「満州国」，華北の産業開発，経済発展方tt

策の実際の立案をなすことであった6二般

経済鍵調査にあたる調査研究は資料室tlこ

おいて実施され，商工，農林，鉱業，交通

の各課は一般的調査と立案を行なった。ま

た地質調査所，，農業試験場，・獣疫研究所等

め技術的研究と併せて，．産業i部は両者を統

合して，「満州」う華北ゐ産業開発の調査立

　　案，企業計画をめざしたのである。産業部i

　　は理化学，技術研究機関をも含めた一千名

　　余（1936年末）のスタッフを誇ったのであ

　　るが，創設から約一年半後の1938年3月に．

　　は，重工業部門の満州重工業株式会社へ

　　の，また農事試験場，地質調査所等の「潜

　　州国」へめ移譲によって廃止された。

　　　経済調査委員会．t

　　　産業部の設置と同時に1936年に設置され．

　　た。経済調査委員会は，（1）関東軍，支那駐

　　干死，「満州国」の依頼による経済調査拉

　　立案の受理，審議，回答　（2）社内の経済に闘

　　する重要計画の審議と調査の統一連絡にあ、

　　たるものとして設立された。そして「事実

　　上の軍参謀長の補助機関」（5）として位置づ’

　　けられたが，産業部との関係については，

　　経済調査委員会が外部より受けた依頼の受

　　理回答をなすのに対して，産業部はこれら

　　依頼に対する調査立案を実施する機関であ

　　るとされ，従って経済調査委員会独自の調

　　査立案は行なわれなかった。

　　　調査部層

　　　産業部の主要な業務が満州重土業に移ウ

　　たた導1938年4月に設置され，’その二一

　　年を経て1939年調査部は中央試験所等をも’

　　含めたいわゆる「大調査部）に再編される。

　　この時期におけ’る調査部職員数は二千人を

　　超え，予算七二も二千万円に達したといわ

　　れる大規模なものであった。その機構は第

　　一調査室において農業，』：］；業，財政，金

　　融，世界経済，第二調査室において法制，

　’文化「般，第三調査室において北方ソ連1

　　シベリア，第四調査室においセ鉱工資源調

　　査，資料謬において四三‘統計が主管さ

　　れ，さらに綜合課において業務連絡，総括

　　計画が扱かわれた。また「H四四工業立地

　　条件調査」（製鉄・紡績・製粉など）「主要

　　物資需給調査Jr世界情勢調査」「日満州イ
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ツフレーシ．ヨン調査」　「支那抗戦力調査」．

などの総合調査を主管したのも綜合課であ

った。これら日中戦争から第二次世界大戦

・にいたる時期の日季側の支配地区の綜合的

把握をめざす総合調査は，北満経済調査

所，詩論経済調査所，上海事務所，新京支

社，東京支社等の調査関係部局を統合して

行なわれたものであった。また特別調査班、

において．1ま，ユダヤ人関係の調査が実施さ、

れた。このいわゆる大調査部は，1942年9

．月と43年7月の2次にわたる満鉄事件で，一

・44名の調査部職員が逮捕されたことを直接

の契機に，1943年調査局に改組される。『

　恰爾濱事務所調査課

　1923．（大正12）年ソ連，シベリアをめく“　，

る国際情勢とソ連の国内清勢調査，「北満」

二政治経済事情の調査のため設置された。

ユ叩7年廃止6「恰調資料」「翼壁資料」など

を刊行。

　北満経済調査所

　旧北鉄経済調査局を継承してi♀35年設

．置・「北界産業の開発・拓殖，外蒙古1

極東ソ連シベリアめ政治経済事情，情報二

二料の収集を主業務に設置された。r月経経

二済’膚幸艮」　「1ヒ経経済資料」　「1ヒ密議聯資料」

など。

　北支経済調査所

　大調査部の設置にと，もない1939年北京に

設けられた。華北の農業，，工業，貿易，商『

業，法制，文化等を調査，また総合調査と

．して行なわれた日満支インフレ，工業立地

条件，主要物資需給等の調査の華北部分を

担当し，東亜研究所とともに「北支慣行調

＝査」を実施した。

　上海事務所

　北京公所にあった研究業務が1929年南京

：政府の成立にともない，1932年上海事務所

，に移って調査業務を開始し，1936年調査課

が設置された。国民政府の産業交通政策，

漸江財閥との関係，諸外国の経済勢力の実

態，趨勢と政策（特に交通金融），日本既存

勢力の確保拡充方策Xftaに扶植すづき利、

権，日本の工業製品の市場確保等を内容と

する．調査立案を実施した。ig39年以後の総

合調査においては，支那抗戦力調査，日満

支工業立地条件調査の華中部分などに中心

的役割を果した。また「中支慣行」「中支

都市不動牽暴行」に関する調査，華中華南

の行政機構，外国権益，内水航行権，鉄道

等り調査を行なう．など，広範な調査立案を

・実施し，また上海近郊の各県における軍：特

務部宣撫班にも職員を派遣し，報告を作成

した。　「上海満鉄季刊」　「上海満鉄調査資「

料」等を公刊。

　東京支社調査室

　袖業に遅筆な情報．｝資料の蒐集と侮箇所

からの依頼による調査を当初実施していた

が，1939年の調査室設置以後は，調査部の

総合調査「戦時経済調査」などの日本国内

部分，世界調革調査等を担当し，世界経

済，日本経済各部門の分折を行なった。

　なおその他の調査関係部局として，東亜

課（1935年設置），．弘報課（1923年社長室’

弘報係，1936年以後弘報課），鉄道総局調

査局（1939年），天津事務所調査課（1935

年），新京支社調査室（1937年），各地方事

務所があり，それぞれ調査活動を行ない，

また大連図書館（1906年），峰町濱図書館

（1935年），奉天図書館（1910年）などの

図書館があった。

②　自然科学及技術的調査機関　’

　地質調査所

　ユ907年鉱業部地質課とし七設立。当初望

薄炭磯等の地質調査を行なったが，後「満

州」全域，その他地域の有用鉱物の探査，

鉱産地調査，土木地質，地下水等の調査を
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行なった。「支那鉱業時報」（1936年から、’

「地質調査所報告」）などにその結果は発

表された。1938年「満州国」に移管。

　中央試験所’

　19Q7年関東都督府に設置されたが，．1910

年満鉄が継承した。満蒙の資源開発，社内

の技術改良のため理化学試験と工業化研究

を行っ、た。試験研究結果は「中央試験所報

告」に発表きれた。また外部から㊧依頼に

応じた試験研究を行なった（1927－37の十

年間の依頼試験は5万8千件をこえた）。

　農事試験所

　1913年産業試験場として設立。1938年

「満州国」に移譲されるまで「満州」に於

ける重要農作物，畜産物の改良増殖に関す

る試験研究を行った。研究結果は「農事試

験場報告」などに発表された。

　なお，以上の他に衛生研究所（1925年設

置），獣疫研究所（1923’ N），満蒙資源館

（1926年），鉄道研究所（ig36年），技術委

員会（1936年）撫順炭磯研究所なぜの理科

学・、技術研究機関が設置されていた。

一これらの部局（特に経済調査会以降）に

よ，ってまとめられた報告書立案調査は，資

料の性格から，「秘」「極秘」扱いのものが

多数を占めており，また公刊されたものを

のぞいた立案調査関係の報告書の発行部数：

は数十部程度と非常に少なく，配布先も文

書管理規定にもとずいて厳しく限定されて

いた。之のため社外機関に資料が配布され

ることも，軍や東亜研究所などをのぞいて

まずなかったのである。

　〈アメリカによる満鉄刊行物の接収〉

　アメリカはすでに第2次世界大戦中に，

Washington　Dpcument　Center　（WDC，’

後にCIAに吸収された）を設置し，戦勝

国としての占領政策，戦後政策，軍事裁判

の資料として必要と考えられる文献文書の

接収を企図していたが，連合軍のドイツ・’

日本への駐留と同時に，これらに関連する

文献文書を主要な機関から接収した。、占領：

軍が月本で接収の対象としたのは次のよう層

癒機関である。戦争遂行め中心的役割を果

した陸海軍（本省だけでなく士宮学校等の

教育機関，造兵廠，燃料廠，航空技術廠等

の生産・技術機関，鎮守府などの主要施設：

を含む），内務省，外務省等の諸官庁，ま

たすでに述べた満鉄のように日本の大陸政

策，戦争政策遂行に密接な関係をもった特

殊会社，研究所など，すなわち満鉄の社内

組織であり，社業に関係する情報資料を保・

心し調査部門も設置されていた東京支社，．

東亜経済調査局，1936年に設立された総合

的なアジア研究調査機関であり満鉄の調査

部局とも協力関係にあった東亜研究所など

である（公刊された文献を主として所蔵し

ていた大学・図書館の蔵書は接収をまぬが

れた）。・

　tこれら接収された文献文書類（映画フイ

ルムなども含まれる）は，．ワシントンに送：

付され，WDCにタって利用されるが，㊧

ちに文書ば国立公文書館（National　Ar一
　　　ヨヒ
chives　and　Records　Service）　tlこ，また文：

献は議会図書館（LC）に引き継がれて保管

される。このうち文書類（陸海軍文書等の

官庁文書）はすでに日本に返還されてお卿

り，一方LCに引き継がれた文献は，・ごく

一部をのぞく大多数は今もLCに所蔵され．

ている（6）。このうち東亜経済調査局等が所

．蔵していた洋書は一般図書と同様に扱かわ・

れて整理されたようであるが，数十万点に

のぼる日本語文献のほとんどは，現在

Japanese　Collectionとして，アジア白目’

本課において管理されている。また重複す

る図書の一部はアメリカ国内の主要東アジ
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t

ア研究図書館にSurplus　duplicat6として

寄贈されている。

　WDCからLCに移管された接収日本
語文献は，アメリカ国内日本コレクショジ

の図書館員の手によって，ローマ字に蘇卑

して目録がとられ，WDCリストが作成さ

れた。これらのうち一部は，当時LCの目

塞コレクジョンに採用されていた日本目録

規則，日本十進分類により整理されたが，

現在は現行の記述目録規則により目録され

LC　CallNo．が付されて整理されている。

また翻i訳，技術関係書の大部分は正規には

整理されないでワシントン郊外のLando－

ver　Center　Annexに収納されている。

　すでに述べたように，満鉄め調査関係部

局が編纂した報告書や刊行物などの文献文

書類を国内で所蔵した機関が，接収対象で

あった満鉄東京支社，東亜経済調査局，東亜

研究所などであったため，満鉄の編纂した

文献は多数LCにおいて所蔵されている。

そのタイトル数は約七千であり，冊数では

一万冊程度にのぼると考えられる。

　満鉄編纂の文献に？y・ても，さきに述べ

たLCにおける整理状況は同様にあてはま

るため，：LCが所蔵する満鉄の刊行物の現

状はかなり複雑な状態にある。今ここで簡

．単にこれをまとめておくα）。

　（1）LC請求番号の付されたもの

　欧文文献は主コレクションに，日本語文

献は，，Thomas　Jefferson　BμildingのDeck

8SouthにあるJapanese　Collectionに，

また日本語の法律関係文献は，Law－Libra－

ry，　Far　Eastern　Law　Divisionに所蔵さ

れているが，．いずれも正規に登録整理を経

たものであり，Natiohal　Union　Cqtalog

やMain　Reading　Roomの目録，　Asian

DivisionにあるFar　Eastern　Language

Catalo9により検索可能である。
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　（2）NDG分類によるもの

　Far，Ea5tefn　Langhage　Catalo9と同室

に，カードブアイルがあり，検索可能であ

る。

　（3）末整理のもの

1（i）Japanese　Collectionにある末整

理図書中に混在レたもので，もともとWDC

リストめ順に配架されていたものであるσ

満鎌の刊行物については1ヵ所にまとめら

れた。、しかし点数も多い上に依拠すべきリ

ズトもないため，最も利回しにくい状態に

ある。

　（ii）醗訳書，技術書を中心とする：Lan－

dover　Center　Annexにあった満鉄の刊行

物についても’Deck　8　SouthのJapanese

Collection内に移された。1ケ所にまとめ

られており，そのリス、トは存在する。

　（4｝　マイクロフィルム

　Japanese　Collection内に保管されて回

り，層 坙{課にそのリストがある6

　（5）雑誌等逐次刊行物

　Japanese　Collection内1こ，書架番号が

付されて配架されている。またリストも存

在する。

　およそ以上のよう奉状況であるが，未整

理の文献が，なお多数存在している（その

数は3千点近いと推定される）ため，今後

の整理が待たれる。

〈おわりに〉

　LCが所蔵する満鉄刊行物の内容，個別

タイトルについては，　「旧植民地関係機関

刊行物総合目録一南満州鉄道株式会社編」

（アジア経済研究所　1979）を参照してい

ただきたい。ここでは，その特長と考えら

れる点をあげておきたい。

　1．その所蔵にいたった経緯からも分る

ように，満鉄刊行の文献珍書を保管所蔵し



た機関から接収されたものであるため，日

本国内のどの機関よりも多数の文献を所蔵

していること。現在所在が確認できる総点

数1万点余めうち7割近い点数を所蔵して

いることである。　　　　　　　　・）t

　2．特に経済調査会以後の調査関係部局

の立案調査に関する報告書の多数が所蔵さ

れているこ．と。これらの文献は，「秘」ま

，たは「極秘」扱いり報告書がほとんどであ

り，印刷部数は少なく配布先も限られてい

．たため，LCにのみ所蔵されているものも

多い。

　3．・東京支社が社業関係の情報資料の蒐

集保管を業務の1つどしていた関係がら他

の機関ではほと夕ど所蔵されていなV）er道

総局，撫三炭磯など現業，附置機関のまと

めた社業またはそれに関連する報告書が比

較的多数所蔵されていること。などがあげ

られよう。

　今年度から始められた国立国会図書館に

よるLC所蔵の満鉄刊行物のマイク戸フィ

ルムによる収集計画によって，．日本国内に

は現存しない満鉄の調査報告書，立案書類

も見られるようになる日も近いと考えられ

る。

注（1）満鉄調査部に関する著作，論文は，相当

　　な数にのぼるが，それらの主要著作につい

　　ては，原回天「満鉄調査部の歴史とアジア

　　研究（1）第1部　組織と機能」（rアジア経

　　済』第20巻第4号1979年4月を参照された

　　い。

　②　これらの調査機関の詳細は，総務部調査

　　課「満鉄調査機関概説」（昭和10年），産業

　　部「満鉄調査機関要覧昭和11年度」をみよ。

　（3｝「南満州鉄道株式会社第：3次10年史」2382

　　頁。

　（4）支那駐屯軍司令部「乙嘱託班調査綱領」

　　「乙嘱託班調査概要」（北支産業調査書三三

　　1編第1巻）

　（5）前掲「第3次10年史」2399頁。

　（6）このうち内務省警保局による発禁本は国

　　立国会図書館に返された。

（7）以下のLCにおける満鉄の刊行物の状況

　　は，1978年10月1カ月間「旧植民地関係機

　　関刊行物総合目録一三満州鉄道株式会社

　編」への未整理図書について，カード採録

　　を行なった際の知見による。

　（いむら・てつお　アジア経済研究所）
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